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(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】　－２６℃以下の低温二酸化炭素を限界直

径（０．７ｍ）以上の大液泡として深度５００～７５０

ｍの浅海に放出し、液体二酸化炭素が熱平衡状態で海水

と等密度となる深度２７５０ｍを通過するまで、二酸化

炭素液泡の熱的非平衡性を保持させることにより、回収

二酸化炭素を深海貯留が可能となる３５００ｍ以深まで

自由沈降させる二酸化炭素浅海投入システム

【発明の詳細な説明】

【産業上の利用分野】

【０００１】有望な地球温暖化対策技術として注目され

ている二酸化炭素の海洋処理法は、深度１０００～２０

００ｍの中層海域に溶解・拡散させる「溶解法」と３５

００ｍ以深の深海底窪地に溜める「貯留法」とが考えら

れている。本発明は、二酸化炭素の海洋隔離期間が溶解

法の５０～２００年よりはるかに長い２０００年以上が

期待できると貯留法に適用されると、その経済効果がよ

く発揮される。

【０００２】

【従来の技術】液体二酸化炭素は、熱膨張率と圧縮率が

海水の１０倍以上と大きいため、熱平衡状態（海水と同

温度）では、深度２７５０ｍ以浅で海水より軽く、それ

以深で重くなる。そのため、液体二酸化炭素が二酸化炭

素飽和溶解海水より重くなることが求められる貯留法の

適用深度３５００ｍ以深に液体二酸化炭素を送り込むた

めには、少なくとも深度２７５０ｍまでパイプで送り込

む必要があると考えられてきた。

【０００３】一方、二酸化炭素は海水中では、深度４５

０～９００ｍ（深度の違いは海域によって海水温度が数

度異なるため）以深で、海水と反応しハイドレートを生
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成する。従来のハイドレート研究は、溶解しにくい天然

ガスハイドレートを対象としてきたため、二酸化炭素ハ

イドレートも非溶解との期待が強く、二酸化炭素ハイド

レートを二酸化炭素固定化のエースと考えられた時期も

あった。しかし、水によく解ける二酸化炭素はハイドレ

ートとなっても海水によく溶けることが申請者らの実験

から明らかにされた。また、ハイドレートは液体二酸化

炭素と海水との界面に厚さ数ミクロンの膜状として生成

されるため、塊としての二酸化炭素ハイドレートを製造

することは容易ではない。以上より、ハイドレート化に

よる二酸化炭素の深海貯留は得策でない。

【０００４】固体二酸化炭素（ドライアイス）は全ての

深度で海水より十分重いため、ドライアイスの塊を海上

から投げ込むと、一部は昇華または溶解するが、残りは

深海底まで沈降し、やがて海水からの熱により液体とな

る。この方法による投入法も考えられるが、ドライアイ

スの製造時に大きな熱損失があるという問題がある。

【０００５】

【発明が解決しようとしている課題】二酸化炭素タンカ

ーから２７５０ｍ以深まで下ろしたパイプで液体二酸化

炭素を送り込むという従来考えられてきた深海貯留法に

対しては、送り込み管の長いことによる経済性の問題や

長い送り込み管開発の技術上の問題が指摘されてきた。

【０００６】従って、本発明で解決しようとしている課

題は、従来の二酸化炭素深海送り込み法の経済性と技術

上の問題を同時に解決することである。

【０００７】

【課題を解決するための手段】海水より重い低温液体二

酸化炭素を液泡として浅海に放出すると、液泡は海中を

沈降するが、回りの海水からの熱供給により平均温度は

上昇を続け、やがて海水より軽くなり、上昇に転ずる。

しかしながら、海水からの熱供給による液泡の平均温度

の上昇は大きな液泡ほど小さくなることから、ある限界

径以上の低温二酸化炭素液泡は、浅海に放出されても、

等密度深度の２７００ｍを無事通過し、３５００ｍ以深

の貯留深度に達することができる。

【０００８】氷点下の低温二酸化炭素液泡は氷層で被わ

れるため、下記の実施例に示される液泡沈降過程の解析

には、氷層による浮力効果を考慮した。

【０００９】氷層と低温二酸化炭素液泡との境界面に

は、海水より重いハイドレート膜が生成されるが、厚み

が数ミクロンと極めて薄いため、液泡全体への密度効果

は無視できる。

【００１０】大液泡が沈降途中で分裂することが懸念さ

れるが、液泡を被う氷層は、既存の熱伝達式（甲藤好郎

著：伝熱概論［養賢堂１９６６年］１５３頁）を使え

ば、放出温度－２６℃、液泡径０．７ｍの場合、５ｃｍ

を越える厚みとなり、分裂を起こさせない強度を有して

いる。

【００１１】

【作用】第１図は、低温二酸化炭素の大液泡が、深度７

５０ｍ程度の浅海に放出された場合に、自由沈降して行

く様子を示している。二酸化炭素タンカー で輸送され

る二酸化炭素は、現在行われている陸上輸送と同様、－

４０℃、１ＭＰａに保たれる。－４０℃の液体二酸化炭

素は、海水より十分重いため、二酸化炭素送り込み管

内を無動力で沈降し、放出深度７５０ｍ に達する。放

出ノズル（Ａ部）で形成される低温二酸化炭素の大液泡

が のように海中を自由沈降する。

【００１２】第２図は、放出ノズル例を示している。二

酸化炭素タンカーから送り込まれる低温液体二酸化炭素

は、放出ノズルのフード 内面で大気泡に成長し、所用

寸法に達した二酸化炭素液泡が次々に自由沈降を繰り返

す。

【００１３】

【実施例】深度２７５０ｍまで自由沈降する二酸化炭素

液泡の直径の計算例を説明する。第３図は、深度７５０

ｍにおける密度差比［Δρ／ρＳＥＡ＝（二酸化炭素密

度／海水密度）－１］が０．１（－３８℃）と０．０５

（－２６℃）の場合に、液泡径ｄをパラメータとして沈

降する液泡の密度差比がどのように変化するかを示した

ものであり、横軸は温度、縦軸は深度とそれに対応する

ゲージ圧力を示し、図中の多くの斜めの線は、二酸化炭

素と海水の等密度比線ρｃｏ２／ρＳＥＡを表してい

る。飽和線より下方において二酸化炭素は液体となる。

Ｃ．Ｐ．は二酸化炭素の臨界点（３１．０６℃，７．３

８３ＭＰａ）である。鎖線は、北太平洋と北大西洋の鉛

直温度分布を考慮した海水の密度比（両海域で数度の温

度差があるが、密度比にはほとんど差が現れない）を示

している。従って、液泡の密度差比が、深度２７５０ｍ

で鎖線より左側にあれば、２７５０ｍ以深で海水と温度

平衡になっても、深海底まで沈降が続くことになる。

【００１４】低温二酸化炭素液泡が海中を沈降する場

合、液泡表面は直ちに氷で被われ、液泡からの冷熱供給

を受けて氷の暑さが増す。沈降速度は、液泡平均温度と

深度から定まる液泡と海水との密度差から氷層による浮

力効果を差し引いた沈降力が沈降に伴う抗力とバランス

することから求められる。氷層厚みは、沈降速度と液泡

径から定まる熱伝達率を基に計算される。第３図の二酸

化炭素液泡の密度比は、このような仮定の下に計算され

た値である。

【００１５】第３図から、深度７５０ｍで放出される二

酸化炭素の密度比が０．０５、つまり、放出温度が－２

６℃の時、液泡径が０．７ｍ以上であれば、限界深度２

７５０ｍまで自由沈降を続けることができるだけの熱的

非平衡を確保できることが分かる。

【００１６】そして、当然のことながら、放出時の二酸

化炭素密度比が大きくなるほど、限界液泡径は小さくな

る。従って、二酸化炭素をタンクローリーで陸上輸送す

る際の－４０℃で放出する場合は、限界直径は０．７ｍ
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より小さくなる。

【図面の簡単な説明】

【図１】低温二酸化炭素大液泡浅海放出の概念を示す図

である。

【符号の説明】

　二酸化炭素タンカー

　二酸化炭素送り込み管

　放出深度（７５０ｍ）

　自由沈降する低温二酸化炭素の大液泡

【図２】二酸化炭素大液泡を作るための放出ノズルの作

用を示す図である。

【符号の説明】

　放出ノズルフード

　成長中の低温二酸化炭素液泡

【図３】浅海放出された低温二酸化炭素液泡の沈降中密

度比の計算例を示す図である。

【記号の説明】Δρ　密度差＝二酸化炭素密度－海水密

度

ρＳＥＡ　深度（圧力）と海水温度を考慮した海水密度

ρＨ２０標準状態の清水密度

Ｃ．Ｐ．二酸化炭素の臨界点（３１．０６℃，７．３８

３ＭＰａ）

【要約】

【目的】二酸化炭素の深海貯留法は、二酸化炭素の大気

からの隔離期間が海水の鉛直循環周期の２０００年以上

になることが期待できる有望な地球温暖化対策技術であ

るが、貯留可能な３５００ｍ以深に液体二酸化炭素を送

り込まなければならないことが、二酸化炭素を中層に放

出させる溶解法に比べて不利な点であると考えられてき

た。本発明は、低温液体二酸化炭素は浅海でも海水より

重くなることに着目し、低温二酸化炭素を大液泡として

浅海に放出することにより貯留深度まで自由沈降させ、

深海貯留を溶解法と同程度以下のコストで実現させるこ

とを目的としている。

【構成】－２６℃以下の低温二酸化炭素を直径０．７ｍ

以上の大液泡として深度５００～７５０ｍの浅海に放出

すると、５ｃｍ以上の厚みの氷層に被われる大液泡は、

沈降とともに海水からの受熱により温度上昇するが、二

酸化炭素が熱平衡状態で海水と同密度となる深度２７５

０ｍに達するまで、沈降力を維持するための低温を保持

でき、最終的には、貯留可能深度まで自由沈降する。

【図１】 【図２】
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【図３】


